
別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 一般住宅及び農家が混在
する住宅地域

真栄田停230 m

特にない 基準方位　北　　
４．０ｍ村道

真栄田停　　　　　　
南東方
230 m

新型コロナによる先行き不透明感は弱まった。人口及び世帯数は微増
の傾向にある。

北側の真栄田岬がダイビングスポットとして人気を集め、専門店やホ
テル等が既存集落内にも立地し始めている。

個別的要因に変動はない。

既存住宅地域として熟成しているほか、ダイビングスポットに近いため、ダイビングショップ等も散見される。
中心となる需要者は地縁者であり、地価はやや上昇傾向にある。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

比準価格は恩納村内の類似した住宅地の取引事例を基に試算しており、市場性を反映した実証的な価格を得た。地域内
では共同住宅が少なく、賃貸市場が成熟していないことや、高止まりする建築費により、土地に帰属する純収益を査定
できないことから、収益還元法は適用しなかった。ここでは、実証的な比準価格を採用して、指定基準地からの検討を
考慮のうえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は恩納村の住宅地域に加えて、隣接する読谷村の住宅地域も含んでいる。需要者は地縁を有する家族世帯が
中心であるが、新築の木造住宅や、ダイビングショップ等については、県外の購入者も多い。更地での土地需要は４０
０㎡で７００～８００万円程度である。コロナ禍の先行き不透明感が弱まり、需要は概ね堅調である。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

恩納(県) － 1

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 4

令和 4 7 1

令和 4 7 6

恩納(県)　 － 1 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 濱元　毅

株式会社はまもと不動産鑑定

令和 4 6 16

令和 4 7 4

国頭郡恩納村字真栄田真栄田原３６番外 427

1.5：1 ＲＣ 1

南西4 m

村道、

背面道

水道、

下水

都計外 
（その他）

50 110 60 100 低層住宅地

25 16 400 長方形

都計外 

低層住宅地 方位                          +1.0
二方路                        +1.0

19,000

／

／

／

令和 4

1.1

8,110,000 19,000

□ □

金武(県) 3

29,000

104.1

103.0 159.6

102.0
18,700

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

+4.0

+12.0

+37.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
18,200

+4.4



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 農家及び一般住宅が混在
する住宅地域

名嘉真停120 m

特にない 基準方位　北　　
２．７ｍ村道

名嘉真停　　　　　　
北東方
120 m

新型コロナによる先行き不透明感は弱まった。人口及び世帯数は微増
の傾向にある。

地域に格別の変動要因はなく、また、需要と供給にも大きな変動はな
い。

個別的要因に変動はない。

住宅地域として熟成しており、特段の変動要因もないため、当面は現状を維持すると予測する。新型コロナの先
行き不透明感が和らぎ、需要は底堅く推移している。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

比準価格は、村内の用途的な特性が類似した住宅地の取引事例を中心に試算しており、市場性を反映した実証的な価格
が得られた。収益価格については、昨今の建築費高騰により、経済合理性を有する賃貸用建物の建築を想定することが
できなかったため、適用しなかった。ここでは、規範性の高い比準価格を採用し、指定基準地から検討を考慮のうえ、
鑑定評価額を決定した。

同一需給圏は恩納村の住宅地域である。需要者は地縁を有する村内の居住者が中心であるが、新築分譲の木造住宅につ
いては県外の購入者も見られる。更地での土地取引は４００㎡で６００～８００万円程度、新築の木造分譲住宅は２５
００万円から３５００万円程度のものが多い。コロナ禍の先行き不透明感が和らいだことで、引き合いは少し強まる傾
向にある。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

恩納(県) － 2

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 4

令和 4 7 1

令和 4 7 6

恩納(県)　 － 2 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 濱元　毅

株式会社はまもと不動産鑑定

令和 4 6 16

令和 4 7 4

国頭郡恩納村字名嘉真浜原１０５番 387

1：1 ＲＣ 1

南西2.7 m

道路、

背面道

水道

都計外 
（その他）

80 30 60 30 戸建住宅地

18 20 360 長方形

都計外 

戸建住宅地 方位                          +1.0

18,800

／

／

／

令和 4

1.1

7,280,000 18,800

□ □

金武(県) 3

29,000

104.1

103.0 155.8

101.0
19,000

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

+6.0

+5.0

+40.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
18,700

+0.5



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 一般住宅、別荘のほか空
地等が見られる高台の別
荘地域

仲泊停1 ㎞

特記するべき事項はない 基準方位北　　　
６ｍ村道

仲泊停　南方1 ㎞

新型コロナによる先行の不透明感は残るものの、村内住宅地への影響
は限定的で、宅地の需要は強含みで推移している。

住宅のほか別荘も多い眺望が良好な地域であり、地域特性に変化はな
く、安定した需要から、地価水準は強含みで推移している。

個別的要因の変動はない。

住宅のほか別荘も多い眺望が良好な地域であり、今後も現況を維持していくものと思料される。地域内の宅地は
安定した需要が認められ、地価水準は今後も強含みで推移するものと予測する。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

比準価格は同一需給圏内の類似地域において実際に成約した取引価格を要因比較して求めており、実証的で市場性を反
映した説得力が高い価格が求められた。対象不動産に係る典型的な需要者は収益性よりも環境や快適性に着目し、投資
採算性は重視しない傾向にあり、賃貸市場も未成熟であるため、収益価格の試算を見送った。よって、本件では市場性
を反映して説得力の高い比準価格を採用し、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は、恩納村内の住宅地域及び別荘地域の圏域と判断した。需要者は県内外の富裕層、居住目的の個人が中心
で、一部投資家等もみられる。コロナ禍の影響により投資目的の高額な取引等は少なくなっているが、眺望が良好な丘
陵地であるため、居住目的の需要は安定して認められ、地価水準は強含みで推移している。取引の中心となる価格帯は
、２５０～３００㎡程度の土地で１千百万～１千３百万円程度とみられる。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

恩納(県) － 3

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 4

令和 4 7 1

令和 4 7 6

恩納(県)　 － 3 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 村山　哲志

村山不動産鑑定株式会社

令和 4 6 14

令和 4 7 4

国頭郡恩納村字仲泊ナギチョウ原１４１１番７２ 263

1：1.5 ＲＣ 3

北西6 m

村道

水道

都計外 
（その他）

20 130 150 100 戸建住宅地

14 20 280 ほぼ長方形

都計外 

戸建住宅地 方位 0.0

44,000

／

／

／

令和 4

1.1

11,600,000 44,000

□ □

□ □

□ □

■
43,400

+1.4



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 中規模一般住宅が多い既
成住宅地域

恩納停250 m

特記するべき事項はない 基準方位北　　　
５．５ｍ村道

恩納停　北東方250 m

新型コロナによる先行の不透明感は残るものの、村内住宅地への影響
は限定的で、宅地の需要は強含みで推移している。

既成住宅地域で地域要因に特段の変化は見当たらないが、住宅の需要
は力強く、地価水準は上昇傾向で推移している。

個別的要因の変動はない。

戸建住宅が建ち並ぶ既成住宅地域であり、地域特性に変化を及ぼす要因が見当たらないことから、今後も現況を
維持するものと思料する。住宅の需要は安定して高く、地価水準は上昇傾向で推移すると予測する。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

周辺は自用の住宅地が需要の中心であり、典型的な需要者は居住の快適性や生活利便性等に着目して取引の意思を決定
し、収益性を志向しないことが一般的である。また、周辺は賃貸市場が未成熟であるため、投資採算性の観点から価格
を試算する収益還元法は非適用とした。本件では実際の取引事例を分析し、要因比較を行って求めた信頼性の高い比準
価格を採用し、指定基準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は、恩納村内の既成住宅地が存する圏域と判断した。需要者は村内在住者や地縁的選好性を有する個人等が
中心であるが、村外や県外等からの転入者も散見される。コロナ禍以前のように高値での取引はほぼみられなくなった
が、住宅適地の需要は高く、地価は上昇基調で推移している。取引の中心となる価格帯は、５００㎡程度の標準的な土
地で１千５百万円前後とみられる。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

恩納(県) － 4

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 4

令和 4 7 1

令和 4 7 6

恩納(県)　 － 4 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 村山　哲志

村山不動産鑑定株式会社

令和 4 6 14

令和 4 7 4

国頭郡恩納村字恩納恩納２５４４番 490

1：1 ＲＣ 2

北西5.5 m

村道、

北東側道

水道、

下水

都計外 
（その他）

130 100 90 170 戸建住宅地

22 23 500 ほぼ正方形

都計外 

戸建住宅地 方位 0.0
角地 +1.0

29,900

／

／

／

令和 4

1.1

14,700,000 29,900

□ □

金武(県) 3

29,000

104.1

103.0 98.9

101.0
29,900

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

-3.0

+1.0

+1.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
28,900

+3.5



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 農家及び一般住宅が混在
する住宅地域

仲泊停50 m

特記するべき事項はない 基準方位北　　　
２ｍ村道

仲泊停　北方50 m

新型コロナによる先行の不透明感は残るものの、村内住宅地への影響
は限定的で、宅地の需要は強含みで推移している。

公民館や住宅の建て替え等が多くみられ、住宅の需要の高さを反映し
て、地価水準は上昇傾向で推移している。

個別的要因の変動はない。

周辺では公民館や戸建住宅の建て替え等が進んでいるが地域特性に大きな変化はなく、今後も現況を維持してい
くものと思料する。住宅の需要は堅調であり、地価は上昇傾向で推移すると予測する。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

周辺は自用の住宅地が需要の中心であり、対象不動産に係る需要者は居住の快適性や生活利便性等に着目して取引意思
を決定し、収益性については考慮しない傾向にある。また、周辺は賃貸市場が未成熟であるため、投資採算性の観点か
ら価格を試算する収益還元法は非適用とした。本件では実際の取引事例を要因比較することにより試算した信頼性の高
い比準価格を採用し、指定基準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は、恩納村内の既成住宅地が存する圏域と判断した。需要者は村内在住者や地縁的選好性を有する個人等が
中心で、村外や県外等からの転入者も見受けられる。当該地域の住宅需要は安定して高く、地価水準はコロナ禍以前か
ら引き続き上昇傾向で推移している。取引の中心となる価格帯は、２５０～３００㎡程度の標準的な土地で７～８百万
円強とみられる。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

恩納(県) － 5

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 4

令和 4 7 1

令和 4 7 6

恩納(県)　 － 5 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 村山　哲志

村山不動産鑑定株式会社

令和 4 6 14

令和 4 7 4

国頭郡恩納村字仲泊仲泊原４５番 242

1：1 ＲＣ 2

南西2 m

道路、

背面道

水道

都計外 
（その他）

100 100 10 90 戸建住宅地

15 18 270 ほぼ長方形

都計外 

戸建住宅地 方位 +1.0
二方路 +1.0

28,100

／

／

／

令和 4

1.0

6,800,000 28,100

□ □

金武(県) 3

29,000

104.1

103.0 106.1

102.0
28,200

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
27,100

+3.7



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

店舗兼住宅 小売店舗、飲食店等が建
ち並ぶ国道沿いの商業地
域

ムーンビーチ前停
140 m

特にない １８ｍ国道 ムーンビーチ前停　　
北東方
140 m

新型コロナによる先行き不透明感は弱まった。人口及び世帯数は微増
の傾向にある。

新型コロナの各種制限が緩和されたことで、県外の観光客が戻ってき
た。土地価格を押し上げるには至っていない。

個別的要因に変動はない。

観光客向けの店舗や飲食店が多く、新型コロナの終息感が出てきたことで、将来の収益見通しに明るさが戻って
きた。但し、土地の引き合いを引き上げるにはまだ至っていない。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

比準価格は、村内の類似した取引事例を基に試算しており、市場性を反映した実証的な価格が得られた。地域内では、
自営の低層店舗が中心で、賃貸市場が熟成していないことや、高止まりする建築費により、土地に帰属する純収益が適
切に査定できないため、収益還元法の適用を断念した。本件においては、規範性の高い比準価格を採用して、鑑定評価
額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は村内の幹線道路沿いの商業地域である。需要者の中心は、観光客向けの雑貨店や飲食店等を営む県内外の
中小企業や個人事業者である。村内の商業地の引き合いは、新型コロナの影響でかなりのダメージを受けたが、先行き
不透明感が弱まったことで、持ち直しつつある。民間での取引が少なく、需要の中心となる価格帯は見出し難い。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

恩納(県) －5 1

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 4

令和 4 7 1

令和 4 7 6

恩納(県)　5 － 1 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 濱元　毅

株式会社はまもと不動産鑑定

令和 4 6 16

令和 4 7 4

国頭郡恩納村字前兼久前田原８６１番１ 354

台形

1：1 ＲＣ 2

北西18 m

国道、

三方路

水道

都計外 
（その他）

0 0 200 100 低層店舗地

20 18 360 ほぼ整形

都計外 

低層店舗地 三方路                        +3.0

86,800

／

／

／

令和 4 67,000

30,700,000 86,800

□ □

□ □

□ □

■
86,800

0.0



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

店舗兼住宅 飲食店や店舗、事務所等
が見られる国道沿いの商
業地域

瀬良垣ビーチ前停
330 m

特記するべき事項はない １９ｍ国道 瀬良垣ビーチ前停330 m

コロナ禍の影響が弱まり、観光客も戻りつつあることから、観光関連
産業や地域産業による開発や投資の兆しがみえ始めている。

コロナ禍の影響が縮小傾向にあり、観光産業に回復の兆しが伺えるこ
とから、今後の投資や開発が期待される。

個別的要因の変動はない。

飲食店を中心に各種店舗等がみられる国道沿いの商業地域である。コロナ禍の影響が縮小傾向にあり、商況に回
復の兆しが伺えることから投資や開発が期待され、今後の地価動向を注視していく必要がある。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

比準価格は同一の市場で取引された価格牽連性が認められる事例の取引価格を要因比較して求めており、市場性を反映
した信頼性の高い価格が求められた。収益価格は自用の建物が多く賃貸市場は未成熟な状態にあり、適正な賃料水準の
把握が困難であることから、試算を断念した。よって、本件では信頼性が高い比準価格を採用し、鑑定評価額を上記の
とおり決定した。

同一需給圏は、恩納村内の幹線又は準幹線道路沿いに存する商業地域の圏域と判断した。主たる需要者は小売業や飲食
業、サービス業等を営む法人又は個人事業主である。コロナ禍の影響が縮小し、観光客が徐々に戻りつつあり、商況に
回復の兆しが伺えることから、今後の投資や開発が期待され、地価は徐々に強含みの傾向に転換しつつある。市場では
取引当事者の業種や属性により規模や条件が異なるため、中心価格帯は見出し難い。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

恩納(県) －5 2

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 4

令和 4 7 1

令和 4 7 6

恩納(県)　5 － 2 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 村山　哲志

村山不動産鑑定株式会社

令和 4 6 14

令和 4 7 4

国頭郡恩納村字瀬良垣瀬良垣原６９７番６外 376

台形

1：1.5 ＲＣ 2

南19 m

国道

水道

都計外 
（その他）

80 200 30 30 中低層店舗兼住宅地

16 25 400 ほぼ長方形

都計外 

中低層店舗兼住宅地 ない

79,700

／

／

／

令和 4

1.2

30,000,000 79,700

□ □

□ □

□ □

■
79,700

0.0


